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水中音響３Dカメラ外観（40× 40× 25cm,48kg）

港湾空港生産性向上技術センターの
設立目的と今後の計画

国立研究開発法人　海上・港湾・航空技術研究所　港湾空港技術研究所
　港湾空港生産性向上技術センター 

１．はじめに（センター設立の目的）
　我が国が人口減少時代を迎える中、国土交通省は、
平成 28 年 3 月、「国土交通省生産性革命本部」を設置
した。これを踏まえ、港湾空港技術研究所は、港湾及
び空港に関する技術者・労働者の減少、老朽化インフ
ラの増大、被災後の迅速な機能復旧等に所内横断的に
対応するため、平成 29 年 4 月 1 日に「港湾空港生産性
向上技術センター」を新たに設立し、港湾及び空港の
生産性向上を技術面で支援する。
　当センターでは当面、▽港湾・空港の i-Construction
▽物流・荷役作業の効率化・安全性向上▽時代の動き
に対応し、社会ニーズを捉えた港湾・空港の整備・運営
の技術面の支援について研究や技術開発を実施する。

２．活動内容の紹介
（１）調査・施工等の省力化と安全性向上
①水中音響３Dカメラの開発
　水中での視認においては、音響ビデオカメラの開発
を行っている。音響による視認は濁りや照度に左右さ
れにくい特徴があり、さらに開発中の音響ビデオカメ
ラは、人間の視覚に近い 3Dリアルタイム表示が可能
であり、水中の施工監視等において省力化と安全性向
上を同時に実現するシステムである。
　開発した音響ビデオカメラは、モニタに表示した地
図や目標位置等に、リアルタイムに取得した音響映像
に GPS 等による位置情報を付加したものを重ねるこ
とで、視認した構造物等の正確な位置把握が可能とな
る。これにより、例えば水中の施工監視、構造物建設
後の検査（測量）、航路啓開への適用が可能となる。さ
らには、極近距離で高解像度の視認も実現しているた
め、例えば ROV（遠隔操作無人探査機）に搭載し、維
持管理の点検などへの展開も期待されている。視認で

きるだけではない、これらの施工・維持管理に有効な
システムとして研究開発を実施している。

②水中遠隔施工システムの開発
　陸上の建設工事では、自然災害復旧現場等で建設機
械の遠隔操作による施工システムの実績が着々と積ま
れている。一方、水中では沖縄など透明度の高い海で、
潜水士が搭乗して作業する水中バックホウが一部導入
されている。当センターでは、現地地盤、構造物、施
工図面など施工時に有益な情報を水中バックホウの運
転席モニタに表示する水中建機用マシンガイダンスを
開発中である。これは施工による対象物（マウンド形
状）の変化もCGに再描画することで、施工状況を潜水
士が自ら確認できるものである。これに水中音響カメ
ラの映像を表示して、濁水中においてもより効率的な
作業ができるようなシステムとする。
　水中建機用マシンガイダンスによるシステムは、そ
の延長として、陸上から遠隔操作できるシステムとす
ることを目指しており、そのために、精度の高い施工

を容易にするためのアタッチメントの開発なども含め
た総合的な研究開発を実施することとしている。

③水中における測位の精度向上技術の開発
　陸上においては GNSS（全球測位衛星システム）を用
いた測量と施工システムの誘導・位置出しが容易であ
る。しかしながら、水中では GNSS が使用できないた
め、船上に基準点を設け音響測位を用いて作業を行っ
ている。このため、水中に基準点を設け、これを音響
測位の基準点として、水中の位置出しを容易に精度よ
く行えるようにするための研究開発を実施する。

（２）常時・非常時にわたる施設点検技術の高度化
①マルチコプターを活用した施設の点検技術の確立
　マルチコプターにより防波堤や護岸などの港湾施設
を定期的に撮影することで、経年的な施設の変化を広
範囲かつ定量的に捉える研究を行っている。
　これまで消波ブロックが高波浪によって沈下した場
合、ポールなどの測量器具による直接計測が行われて
いた。防波堤からの転落など、危険をともなう場合も
多かった。マルチコプターによる写真測量は、より安

全かつ広範囲に施設の変化を捉えられる
という点で点検業務の安全性や効率性が
大幅に改善されることが期待されている。
　現在、防波堤ケーソンの移動、消波ブ
ロックの沈下、護岸の陥没、護岸前面の
砂浜の変化などを、マルチコプターによ
る撮影と写真測量によって調べている。
画像の解像度、撮影枚数、天候による色
の違いなどをパラメーターとして、マル
チコプターによる測量精度を明確にし、
ルーチン的な施設の点検手法をとりまと
める予定である。

②ROVを利用した施設の点検技術の確立
　桟橋式係船岸の点検においては床板下面の状況につ
いて、ROVによる写真撮影及び桟橋下における測位
技術により、小型ボートなどによるこれまでの作業を
効率化し、安全性を確保する目的で研究開発を実施し
ている。本研究は SIP（戦略的イノベーション創造プロ
グラム）による研究開発の一端である。
　開発した ROVは、レーザーレンジファインダーの
全周走査によりリアルタイムに杭を検出して認識し、
あらかじめ持っている杭の配置データと照合して自機
位置を推定する。また、取得した写真に撮影位置情報
を付帯させることで、それらを管理可能である。
　当該技術は、既に幾度かの実海域試験を経て、社会
実装を見据えることが可能な段階に入っている。今後
は、操作の一部自動化などによる操作支援技術の拡充
を図るとともに、取得した大量の点検情報を効率よく

水中建機用マシンガイダンスの実験

写真測量による消波ブロックの 3Dオブジェクト 桟橋上部工下面点検用ROV（質量約 80kg）
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取り扱うための支援技術を整備する予定である。

③RTK-GPSを活用した被災後の施設点検技術の確立
　巨大地震発生後において被災地の緊急支援や経済活
動維持のための港湾施設の早期の供用が求められるこ
とが多い。地震後における港湾施設の損傷確認、供用
可否判断の一助となるよう、RTK（リアルタイムキネ
マティック）-GPS による地震後港湾施設変形量の即時
測定ツールを開発しており、実用段階の状態にある。
これは、港湾施設変形量に特化して、RTK-GPS 機器
を誰でも簡単に操作できるようスマートフォンアプリ
を作製したものであり、これまで地震直後に利用が困
難であった基準点サービスに頼らずに独自に基準点を
設けることで測定ができる。今後は実際の港湾におけ
る測定試験を行いつつ、測定結果の即時の整理・図化
ツールを開発して、実運用への移行に努めたい。

（３）物流・荷役作業の効率化と安全性の向上・コン
テナターミナル等の高度化
①コンテナターミナルの生産性向上方策の提案
　世界のコンテナターミナルにおいては、ICT（情報
通信技術）などによる生産性向上策などで厳しい競争
環境を生き抜く努力を払っている。我が国においても、
例外ではなく、ターミナル内での様々な作業の各局面
での効率化や全体最適化の検討など、定量的な判断を

求められるようになっている。
　当センターでは、数値シミュレータにより埠頭ごと
に検討される荷役機械の性能、数量、規模、ターミナ
ル内の施設配置などを含めた定量的な評価を実施し、
生産性の向上策を提案する。特に、ICTや新しい荷役
システムに関してその効果の予測にかかる研究を実施
している。

②荷役機械の遠隔操作技術等の導入手法の提案
　海外の新しいコンテナターミナルなどでは、荷役機
械を遠隔式として、オペレータの負担の軽減や安全性、
安定した荷役作業などに活かしている。我が国ではタ
イヤ式のヤードクレーン（RTG）が多いが、これについ
て遠隔操作での安全性、安定性などを評価するととも
に、搭乗式との導入時のターミナル運用上の比較をシ
ミュレーション等で検討する。

３．おわりに
　当センターは既に研究開発を実施しているものも含
めて、改めて生産性向上技術のコンセプトのもとに持
ち寄って立ち上げられたものである。港空研のすべて
の研究分野に対して横串を刺した情報共有と活発な議
論、さらに外部の研究機関や企業などとの連携により、
生産性向上技術として社会実装を目指していきたい。

　前回は、横浜市のマンション基礎杭工事問題に
関連した一括下請負禁止、元請責任の説明をしま
した。今回は現場施工を取り上げます。

　まず、技術者の配置について、基礎杭問題にお
いては、1次下請、2次下請は、いずれも工事現場
に専任の技術者を配置しなかったことにより指示
処分を受けています。また、国土交通省による監
督処分では、主任技術者を配置しなかったことで
営業停止を受けた事例があります。
　そこで、工事現場での技術者の配置ですが、工
事現場には主任技術者又は監理技術者を配置しな
ければなりません（建設業法第 26 条）。企業との直
接的かつ恒常的な雇用関係が必要です。在籍出向
者や派遣社員は駄目です。短期雇用も認められて
いません。
　それは、これら技術者は、建設工事の適切な施
工を確保するため、現場で、適切な技術的判断、
確認を行うという極めて重要な責務を負っている
からです。
　建設工事のうち、公共性が高く、多数が利用す
る施設等に関する重要な建設工事については、技
術者を工事現場ごとに専任で置かなければなりま
せん。請負金額が建築一式では 7,000 万円以上、
その他では 3,500 万円以上の場合必要となります。
戸建住宅以外のほとんど全てが対象となることに
注意してください。
　専任とは他の工事現場の主任技術者、監理技術
者、営業所の専任技術者との兼任を認めないとい
うことですので、今一度注意をお願いします。

　次に、適正な現場施工のため必要な施工体制台
帳等です。基礎杭問題を受けて、平成 28 年 3 月に
国土交通省では「基礎杭工事の適正な施工を確保
するために講ずべき措置（告示）」を策定し、施工
体制、施工記録の重要性を指摘しています。
　施工体制台帳は、元請が工事現場の施工体制を

きちんと把握して、施工上のトラブルを防いだり、
不良不適格業者の参入、法令違反を防止したりす
るために必要なものです。
　近年では社会保険への加入状況、外国人の就労
状況をチェックするためにもますます重要性が増
しています。
　民間工事については、下請の額が 4,000 万円以
上（建築一式は 6,000 万円以上）となる場合、公共
工事の場合は下請の額にかかわらず下請業者を 1
社でも使う場合、施工体制台帳の作成が義務付け
られています。
　また、施工体系図も各下請人の施工分担が一目
でわかるようにするため必要なものです。現場で
事故が起こった場合など緊急時に現場の責任体制
をはっきりさせるために大変重要なものです。
　上記以外にも建設業法では、契約締結、下請代
金等数多くの順守すべき規定がありますが、今回
は紙面の関係上割愛させていただきます。

　以上 4回にわたり、建設業とコンプライアンス
と題して、コンプライアンスの状況から建設業法
上の規定まで、説明をさせていただきました。コ
ンプライアンスの順守はますます重要になってい
ます。役職員の一人一人がコンプライアンスの実
践の重要性を自覚し、行動していくことが大切と
考えます。　　　　　　　　　　　　　 （おわり）

特別連載

公益財団法人  建設業適正取引推進機構

建設業とコンプライアンス  ④
― マンション基礎杭工事問題に関し注意すべき建設業法上の法令 ⑵ ―

RTK-GPSによる岸壁変位量測定の概要
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